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「情報プラットフォーム」契約企業数の月次推移に関するお知らせ

2018 年３月の「情報プラットフォーム」契約企業数の月次推移は次のとおりです。

2018 年 12 月期

１月月次

2018 年 12 月期

２月月次

2018 年 12 月期

３月月次

契約企業数（社） 2,618 2,640 2,662

増加企業数（社） +26 +22 +22

前年同月増加企業数実績（社） +23 +38 +31

(注) 増加企業数は、新規契約企業数から解約企業数を控除した純増数で記載しております。

海外顧客比率の推移と契約企業数の推移について

(単位：社数、％)

2014 年 12 月期 2015 年 12 月期 2016 年 12 月期 2017 年 12 月期 2018 年 12 月期

３月末現在

契約企業数(Ａ) 1,712 1,940 2,248 2,592 2,662

(内 海外企業数)(Ｂ) (674) (795) (929) (1,098) (1,139)

増加数 +193 +228 +308 +344 +70

(内 海外企業数) (100) (121) (134) (169) (41)

海外企業数比率(Ｂ/Ａ) 39.4 41.0 41.3 42.4 42.8

(注) 自動車産業ポータルサイト上の「法人ご契約企業一覧」は、社名非公表をご要望されるご契約企業

については、掲載しておりません。そのため、「法人ご契約企業一覧」の掲載社数と上記社数は一致

いたしません。

ご注意：本資料は、投資勧誘を目的に作成されたものではありません。投資を行われる際は、本資料の

記載情報のみに依拠されることなく、株主さま及び投資家の皆さまご自身の責任で投資決定のご判断を

行っていただきますようお願い申し上げます。
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契約企業数の国別推移（2018 年３月 31 日現在）

(単位：社数)

国 名 前期末 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

日 本 1,494 1,499 1,511 1,523

中 国 318 322 326 329

アメリカ 186 187 188 189

タ イ 177 182 181 183

ド イ ツ 85 86 86 85

韓 国 81 85 87 88

イ ン ド 38 40 40 39

イギリス 34 34 34 34

フランス 31 31 31 31

メキシコ 22 23 23 23

台 湾 17 18 18 18

シンガポール 17 17 18 19

インドネシア 10 10 10 10

トルコ ９ ８ ９ 10

マ レ ー シ ア ８ ８ ８ ８

イ タ リ ア ８ ８ ８ ９

ス イ ス ７ ７ ７ ７

ベ ル ギ ー ７ ７ ８ ８

オランダ ６ ６ ６ ６

ブラジル ６ ６ ６ ７

スペイン ４ ４ ４ ４

カ ナ ダ ３ ４ ４ ４

ロ シ ア ３ ３ ３ ３

スウェーデン ３ ３ ３ ３

ベトナム ３ ３ ３ ４

オーストリア ２ ２ ３ ３

チ ェ コ ２ ３ ３ ３

イ ス ラ エ ル ２ ２ １ １

エ ジ プ ト １ １ １ １

リヒテンシュタイン １ １ １ １

ポ ー ラ ン ド １ １ １ １

ハ ン ガ リ ー １ １ １ １

デ ン マ ー ク １ １ １ １

ミ ャ ン マ ー １ １ １ １

U A E １ １ １ １

ペ ル ー １ １ １ １

フィリピン １ １ １ １

フィンランド － １ ２ ２

合 計 2,592 2,618 2,640 2,662

ご注意：本資料は、投資勧誘を目的に作成されたものではありません。投資を行われる際は、本資料の

記載情報のみに依拠されることなく、株主さま及び投資家の皆さまご自身の責任で投資決定のご判断を

行っていただきますようお願い申し上げます。
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当社グループは、自動車産業ポータルを世界で運営しております。主力は世界の自動車生産・販売、技

術、部品などの情報をインターネット上で検索でき、また自社製品を完成車メーカーや部品メーカーにＰ

Ｒできるオンライン情報サービスです。

現在、国内外の完成車メーカーや部品、材料メーカーなど、自動車産業のサプライチェインを形成する

2,600 社を超える企業に採用されております。また、コンサルティング・個別調査、人材紹介事業、プロ

モーション広告やベンチマーキング関連サービスなども展開し、ワンストップ・トータルソリューション

を提供しております。

ご注意：本資料は、投資勧誘を目的に作成されたものではありません。投資を行われる際は、本資料の

記載情報のみに依拠されることなく、株主さま及び投資家の皆さまご自身の責任で投資決定のご判断を

行っていただきますようお願い申し上げます。


